
別紙５
高齢者の医療の確保に関する法律の規定による療養の給付等の取扱い及び担当に関する

基準（ 昭和五十八年厚生省告示第十四号）
【平成28年4月１日施行】

改 正 案 現 行

（一部負担金の受領等） （一部負担金の受領等）
第五条 （略） 第五条 （略）
２ 保険医療機関は、法第六十四条第二項 ２ 保険医療機関は、法第六十四条第二項
第一号に規定する食事療養（以下「食事 第一号に規定する食事療養（以下「食事
療養」という。）に関し、当該療養に要 療養」という。）に関し、当該療養に要
する費用の範囲内において法第七十四条 する費用の範囲内において法第七十四条
第二項の規定により算定した費用の額を 第二項の規定により算定した費用の額を
超える金額の支払を、法第六十四条第二 超える金額の支払を、法第六十四条第二
項第二号に規定する生活療養（以下「生 項第二号に規定する生活療養（以下「生
活療養」という。）に関し、当該療養に 活療養」という。）に関し、当該療養に
要する費用の範囲内において法第七十五 要する費用の範囲内において法第七十五
条第二項の規定により算定した費用の額 条第二項の規定により算定した費用の額
を超える金額の支払を、法第六十四条第 を超える金額の支払を、法第六十四条第
二項第三号に規定する評価療養（以下「評 二項第三号に規定する評価療養（以下「評
価療養」という。）、同項第四号に規定 価療養」という。）又は同項第四号に規
する患者申出療養（以下「患者申出療養」 定する選定療養（以下「選定療養」とい
という。）又は同項第五号に規定する選 う。）に関し、当該療養に要する費用の
定療養（以下「選定療養」という。）に 範囲内において法第七十六条第二項に規
関し、当該療養に要する費用の範囲内に 定する保険外併用療養費算定額を超える
おいて法第七十六条第二項に規定する保 金額の支払を受けることができる。
険外併用療養費算定額を超える金額の支
払を受けることができる。



３ 保険医療機関のうち医療法（昭和二十 （新設）
三年法律第二百五号）第四条第一項に規
定する地域医療支援病院（同法第七条第
二項第五号に規定する一般病床（児童福
祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）
第六条の二の二第三項に規定する指定発
達支援医療機関及び同法第四十二条第二
号に規定する医療型障害児入所施設に係
るものを除く。）の数が五百以上である
ものに限る。）及び医療法第四条の二第
一項に規定する特定機能病院であるもの
は、法第七十条第三項に規定する保険医
療機関相互間の機能の分担及び業務の連
携のための措置として、次に掲げる措置
を講ずるものとする。
一 患者の病状その他の患者の事情に応
じた適切な他の保険医療機関を当該患
者に紹介すること。

二 選定療養（厚生労働大臣の定めるも
のに限る。）に関し、当該療養に要す
る費用の範囲内において厚生労働大臣
の定める金額以上の金額の支払を受け
ること。（厚生労働大臣の定める場合
を除く。）

４ 保険医療機関は、厚生労働大臣が指定 ３ 保険医療機関は、厚生労働大臣が指定
する保険医療機関の病棟における療養の する保険医療機関の病棟における療養の
給付及び保険外併用療養費に係る療養に 給付及び保険外併用療養費に係る療養に
関して前三項の規定による支払を受けよ 関して前二項の規定による支払を受けよ
うとする場合において、当該療養の給付 うとする場合において、当該療養の給付
及び保険外併用療養費に係る療養を行う 及び保険外併用療養費に係る療養を行う



に当たり、あらかじめ、患者に対しその に当たり、あらかじめ、患者に対しその
受領方法に関して説明を行わなければな 受領方法に関して説明を行わなければな
らない。 らない。

（領収証等の交付） （領収証等の交付）
第五条の二 （略） 第五条の二 （略）
２・３ （略） ２・３ （略）

第五条の二の二 前条第二項に規定する厚 （新設）
生労働大臣の定める保険医療機関は、公
費負担医療（厚生労働大臣の定めるもの
に限る。）を担当した場合（第五条第一
項の規定により患者から費用の支払を受
ける場合を除く。）において、患者から
求めがあったときは、正当な理由がない
限り、当該公費負担医療に関する費用の
請求に係る計算の基礎となった項目ごと
に記載した明細書を交付しなければなら
ない。

２ 前項に規定する明細書の交付は、無償
で行わなければならない。

（保険外併用療養費に係る療養の基準等） （保険外併用療養費に係る療養の基準等）
第五条の四 保険医療機関は、評価療養、 第五条の四 保険医療機関は、評価療養又
患者申出療養又は選定療養に関して第五 は選定療養に関して第五条第二項の規定
条第二項又は第三項第二号の規定による による支払を受けようとする場合におい
支払を受けようとする場合において、当 て、当該療養を行うに当たり、その種類
該療養を行うに当たり、その種類及び内 及び内容に応じて厚生労働大臣の定める
容に応じて厚生労働大臣の定める基準に 基準に従うほか、あらかじめ、患者に対
従うほか、あらかじめ、患者に対しその しその内容及び費用に関して説明を行



内容及び費用に関して説明を行い、その い、その同意を得なければならない。
同意を得なければならない。

２ （略） ２ （略）

（一部負担金の受領等） （一部負担金の受領等）
第二十六条の四 （略） 第二十六条の四 （略）
２ 保険薬局は、評価療養、患者申出療養 ２ 保険薬局は、評価療養又は選定療養に
又は選定療養に関し、当該療養に要する 関し、当該療養に要する費用の範囲内に
費用の範囲内において法第七十六条第二 おいて法第七十六条第二項に規定する保
項に規定する保険外併用療養費算定額を 険外併用療養費算定額を超える金額の支
超える金額の支払を受けることができ 払を受けることができる。
る。

（領収証等の交付） （領収証の交付）
第二十六条の五 （略） 第二十六条の五 （略）
２・３ （略） ２・３ （略）

第二十六条の五の二 前条第二項に規定す （新設）
る厚生労働大臣の定める保険薬局は、公
費負担医療（厚生労働大臣の定めるもの
に限る。）を担当した場合（第二十六条
の四第一項の規定により患者から費用の
支払を受ける場合を除く。）において、
患者から求めがあったときは、正当な理
由がない限り、当該公費負担医療に関す
る費用の請求に係る計算の基礎となった
項目ごとに記載した明細書を交付しなけ
ればならない。

２ 前項に規定する明細書の交付は、無償
で行わなければならない。



（通知） （通知）
第二十九条 保険薬局は、患者が次の各号 第二十九条 保険薬局は、患者が偽りその
のいずれかに該当する場合には、遅滞な 他不正の行為により療養の給付及び保険
く、意見を付して、その旨を当該患者の 外併用療養費に係る療養を受け、又は受
居住地を管轄する後期高齢者医療広域連 けようとしたときは、遅滞なく、意見を
合に通知しなければならない。 付して、その旨を当該患者の居住地を管
一 正当な理由なしに療養の給付又は保 轄する後期高齢者医療広域連合に通知し
険外併用療養費に係る療養に関する指 なければならない。
示に従わないとき。

二 偽りその他不正の行為によって療養
の給付又は保険外併用療養費の支給を
受け、又は受けようとしたとき。


